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札幌市の食材、ご当地グルメ



札幌市のプロフィール

人口規模
人口約194万人（指定都市中4位）
人口規模は中規模な県に匹敵

出典：住民基本台帳 平成28年1月1日時点
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札幌市のプロフィール

経済規模
域内総生産は約6.5兆円（指定都市中4位）
人口と同様、中規模な県に匹敵する規模

出展：県民経済計算（平成25年度・名目）
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札幌市のプロフィール

北海道における札幌市
面積の占める割合はわずか1%
人口・総生産は1/3以上を占める

面積
1%

人口
35%



札幌市のプロフィール

産業の特徴
卸売・小売業やサービス業の第３次産業に特化
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札幌市のプロフィール

選ばれるブランド力
国内1,000の市区町村を対象に、認知度や魅力度、

イメージ等を総合して評価
札幌市は10年連続3位以内

年度 1位 2位 3位
都道府県

1位
2009 函館市 札幌市 京都市 北海道

2010 札幌市 函館市 京都市 北海道

2011 札幌市 函館市 京都市 北海道

2012 札幌市 京都市 函館市 北海道

2013 京都市 函館市 札幌市 北海道

2014 函館市 札幌市 京都市 北海道

2015 函館市 札幌市 京都市 北海道

出典：地域ブランド調査2006～2015 ※都道府県は2009年から調査対象



私たちが目指す札幌の将来 ～さっぽろ未来創生プランの策定～

 結婚や出産を望む市民の希望がかなえられる社会の実現
 地域に定着できる環境づくり

 人口ビジョン編では、人口の現状を分析するとともに、2060年
までを対象とし、人口の将来展望と今後目指すべき将来の方向
を提示

 総合戦略編では、上記を踏まえた今後5カ年の基本目標や施策、
重要業績評価指数（KPI)を提示

さっぽろ未来創生プランの策定

結婚・出産・子育てを支える環境づくり

結婚・出産・子育ての
切れ目のない支援

子育てを支える
社会の形成

子どもへの支援の充実

待機児童ゼロに向けて
平成27年度から平成29年度までの３年間
で、保育所等の定員を1,064人増やす

安定した雇用を生み出す

札幌市産業の競争
力強化【分野別】

地域が必要とする
人材の育成・定着

札幌市産業を支え
る基盤づくり
【業種横断的】

基本
目標

1

合計特殊出生率が低い 若者の道外転出者数が
転入者数を上回っている

札幌市の課題

目指すべき将来
～札幌市の基本方針～

基本
目標

2
経済的な
不安軽減

安心して
生み育てる環境

子どもが増え
経済活性化

安定した雇用

さらなる
雇用創出

好循環を
実現



まちづくり戦略ビジョン・アクションプラン2015の策定

ビジョン編

戦略編

アクションプラン2015
（H27～H31）

まちづくり戦略ビジョン
計画期間：H25~H34
10年間のまちづくりの指針

計
画
体
系



まちづくり戦略ビジョン・アクションプラン2015の策定

雇用を生み出す力強い街
おもてなし・観光強化プロジェクト

女性が輝き子どもたちが健やかに育つ街

いつまでも安心して暮らせる街
誰もが活躍推進プロジェクト

世界都市・道都の魅力向上プロジェクト

未
来
の
札
幌
の
姿
を
実
現
す
る
た
め
の
重
点
課
題

魅力と活力にあふれた暮らしやすい街

子育て世代応援プロジェクト
未来を担う「さっぽろっ子」育成プロジェクト



まちづくりの取組

まちづくり戦略ビジョン・アクションプラン2015の策定

おもてなし・観光強化プロジェクト1
 宿泊施設が行う客室グレードアップにつながる増改築を

支援する制度の創設
 国際会議場・展示場を備えた新たなMICE施設の整備検討
 市民のおもてなし意識の醸成や事業者のサービスアッ

プ、観光ボランティアの活動支援

 5年間の総額は
全会計で1兆3,257億円

 普通建設事業費は
年間1,000億円規模を確保

※ H28～29は都心の再開発
など 大型事業の展開によ
り他の年度と比べて大きい

2,478
2,821 2,775

2,631 2,554

5
つ
の
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

子育て世代応援プロジェクト2
 育休代替職員雇用への助成など企業に対する支援を充実
 子ども医療費助成制度を“小学1年生の通院”まで対象拡大
 3歳未満児童を対象として“第2子以降の保育料”を無料化
 市内に居住し石狩管内の高校に通う生徒に対して“通学交

通費”の一部を助成

未来を担う「さっぽろっ子」育成プロジェクト3
 小学校高学年を対象に算数授業について25人程度の少人

数指導の充実
 小学生を対象にウィンタースポーツを幅広く体験できる

機会の提供
 児童養護施設入所児童が大学進学する際の費用を支援

誰もが活躍推進プロジェクト4
 高齢者の社会参加支援に関する既存事業の検証・再構築
 ハローワークと連携した職業紹介等高齢者の就業を支援
 身体障がいがある方への外出サービスの更なる充実

世界都市・道都の魅力向上プロジェクト5
 冬季オリンピック・パラリンピック招致に向けた機運醸

成等
 札幌駅交流拠点まちづくり計画策定、北5西1・北5西2街

区の整備等
 真駒内地区をモデルとした省エネの推進、水素タウンの

あり方検討

5
つ
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ィ
ン
グ
プ
ロ
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ェ
ク
ト
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画
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まちづくり戦略ビジョン・アクションプラン2015の策定

計
画
事
業
費

5年間の総額は
全会計で1兆3,257億円
普通建設事業費は

年間1,000億円規模を確保
※ H28～29は都心の再開発など

大型事業の展開により他の年度
と比べて大きい

2,478

2,821 2,775
2,631 2,554



これまでの行財政運営の実績

全会計債務を約4,780億円削減

職員数を約2,000人削減

平成18年度から高速電車事業（地下鉄）の
単年度黒字化を達成

まちづくり戦略ビジョン・アクションプラン2015の策定



財政規律の堅持

まちづくり戦略ビジョン・アクションプラン2015の策定

7,376 5,964 6,152 6,310 6,402 6,457 

2,260 4,209 4,538 4,836 5,095 5,322 

8,694 6,984 6,746 6,495 6,289 6,088 

H22 H27 H28 H29 H30 H31

一般会計（建設債） 一般会計（臨財債） 特別・企業会計

計画事業費を反映させた市債残高見込み（億円）将来の財政需要に対す
る基金の戦略的な活用

市債の適切な管理
（前回プランの目標で
あったH22年度末残高
を下回る水準で推移）

18,330 17,157 17,437 17,642 17,786 17,866



札幌の魅力発信 ～来客数1,500万人を目指して～

観光産業へ注力

様々な業種に経済効果が波及する裾野が広い

札幌市経済全体の活性化につながる

安定的な
雇用の創出



観光客数の推移

札幌の魅力発信 ～来客数1,500万人を目指して～
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中国
29%

台湾
24%

韓国
14%

香港
11%

タイ
7%

その他
アジア
9%

オセアニア
1%

ヨーロッパ
1%

北 米
2%

アジア
94%

増加するアジアからの観光客

札幌の魅力発信 ～来客数1,500万人を目指して～

発地 H27
宿泊者数

前年度
対比

タイ 136,125人 135%

シンガポール 69,097人 114%

マレーシア 59,912人 160%

インドネシア 16,657人 153%

フィリピン 11,007人 262%

ベトナム 1,364人 144%



札幌市の産業を支える基盤づくり ～企業誘致～

 地震、台風、落雷等の自然災害が少ない 豊富な労働力人口
北海道人口の45％が集中

 理工系を含む高等教育機関が
集積
14校の理工系学科

 アクサ生命保険株式会社
2014年札幌本社を設立
社員175人
（うち現地採用100人）

 アフラック
2016年札幌システム開発
オフィスを開設
2017年末までに100人体制

札幌市内への進出はもちろん、重点分野（食、健康
医療バイオ分野など）の工場等が、近隣市町村へ進
出した場合にも、札幌市が補助

本社機能の移転 周辺自治体と連携した企業誘致

「本社機能の移転」・「先端技術分野」等の誘致

 雇用の創出や経済の活性化、産業基盤の強化を図るため、本市の「強み」を活かした本社機能移転をはじめとする企業の立地を促進

 低いオフィス賃料
中心部のオフィス賃料は
丸の内の約３分の１

 冷暖房費の抑制
 研究機関が多数所在

 ニプロ株式会社再生医療研
究開発センター（仮称）
【札幌市】
2016年12月竣工予定
札幌医科大学との共同研究

 株式会社ユニシス
2015年北広島市に立地
医療用注射針の製造

コールセンター、IT企業など

事業継続計画（BCP）の観点から、リスク分散を目的に本社
機能の一部を移転

誘致のための支援施策（補助金）
を活用して立地した企業数
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出典：地震調査研究推進本部
「全国地震動予測地図2014年版」

■今後30年以内の震度６以上の
地震発生確率

 コールセンター・バックオ
フィス立地促進補助金
71社（平成27年12月現在）

 IT・コンテンツ・バイオ立地
促進補助金
50件（平成27年12月現在）

250万都市圏の豊かな人材 低い自然災害リスク

優れたビジネス環境

充実の交通アクセス

福岡空港
５便/日（１５５分）

■北海道外主要空港との航空路線・便数
（２０１５年１１月現在）



歳入の内訳

平成27年度一般会計決算 ～収支の状況・歳入～

2,771 2,738 2,795 2,868 2,859 

1,004 1,052 963 923 912 

2,061 2,057 2,187 2,233 2,394 

661 810 829 998 810 

1,862 1,785 1,744 1,889 1,903 

8,358 8,442 8,517 
8,911 8,878 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H23 H24 H25 H26 H27

市税 地方交付税 国・道支出金 市債 その他

（億円） （ ）内は前年度比

(▲33)

(＋15)

(▲189)

(＋161)

(▲12)

(▲9)



直近５年間の市税収入額

平成27年度一般会計決算 ～収支の状況・歳入～

（ ）内は前年度比
(▲9)

(±0)
(▲1)

(▲3)

(▲19)

(＋15)899 926 939 966 981

260 275 288 316 297

1,118 1,058 1,071 1,086 1,083

241 227 228 232 231
253 253 269 268 268

2,771 2,738 2,795 2,868 2,859

0

1,000

2,000

3,000

H23 H24 H25 H26 H27
個人市民税 法人市民税 固定資産税 都市計画税 その他

(億円）



市税収入率の推移

平成27年度一般会計決算 ～収支の状況・歳入～
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95%

97%

99%
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札幌市 政令市平均



一般会計歳出の推移

平成27年度一般会計決算 ～歳出～

4,371 4,437 4,415 4,507 4,642

737 727 746 781 789
954 826 807 809 784
578 581 605 637 682
701 853 872 1,102 941
904 947 974 

990 971
8,245 8,371 8,420 

8,827 8,808

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H23 H24 H25 H26 H27
義務的経費 物件費 投資・出資・貸付 繰出金 投資的経費 その他

（億円）
（ ）内は前年度比

(▲19)

(▲19)

(▲161)

(+45)
(▲25)

(+8)

(+135)



義務的経費の推移

義務的経費

1,016 977 953 949 962

955 966 910 885 876

2,399 
2,494 2,552 

2,673 
2,803

0

1,000

2,000

3,000

H23 H24 H25 H26 H27
人件費 公債費 扶助費

（億円）



生活保護率の推移

義務的経費

35.9

37.7

38.3 38.4
38.2

35.0

37.0

39.0

H23 H24 H25 H26 H27

（‰）



直近５年間の市債残高

市債残高の推移

6,889 6,517 6,146 5,970 5,715 

2,615 2,991 3,431 3,865 4,191 

8,320 7,932 7,533 7,241 6,957 

17,825 17,440 17,110 17,075 16,863 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H23 H24 H25 H26 H27
一般会計・建設債 一般会計・臨時財政対策債 特別会計・企業会計

（億円）

(＋71)
9,906

(▲212)



旧12政令市：市民一人あたりの市債残高（普通会計ベース）

市債残高の推移

(千円)



主要財政指標の状況
 これまでの継続的な取組により、実質公債費比率・将来負担比率ともに好転
 今後も財政規律の堅持に努め、健全な水準を維持

※ 将来負担比率とは

現在抱えている負債が財政規模に占め
る割合。400%を超える団体は「早期
健全化団体」となり、財政健全化計画
の策定が必要

実質公債費比率（%）

政令市の財政健全化判断比率（平成27年度）

※ 実質公債費比率とは

地方公共団体の借入金（地方債）の
返済額（公債費）の大きさを、その
地方公共団体の財政規模に対する割
合で表したもので、18%以上の団体
は起債に際し総務省の許可が必要
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財政力指数

主要財政指標の状況

0.69 0.69 0.69 0.69 0.70 0.72 

0.87 0.86 0.84 0.84 0.85 0.86 

0.40

0.60

0.80

1.00

H22 H23 H24 H25 H26 H27

札幌市 政令市平均



発行実績

（億円）

発行実績



発行計画
 市場公募債は、5年・10年の発行を今年度も継続
 今年度もフレックス枠300億円程度（100億円：３回）を設定。市場動向を踏まえ、機動的に発行する予定

平成28年度 市場公募債発行計画

年間
平成28年度

1Q 2Q 3Q 4Q
未定

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

市場
公募債

10年債 200億円 100 100 -
5年債 300億円 100 100 100 -

フレックス 300億円程度 150
30年定

100
20年満

100
30年定 -

ミニ公募債（3年） 未定 休止 未定 -
共同発行債 300億円 80 70 - - - 60 30 - - 30 - 30 -

市場公募債 計 1,150 億円 80 70 250 - 100 160 30 ２00 100 30 100 30 -

(参考)
平成

27年度

10年債 300億円 100 100 100 -
5年債 200億円 100 100 -

フ
レ
ッ
ク
ス

10年債
300億円

100 -
20年債 100 100定 -

ミニ公募債(3年) 60億円 30 30 -

共同発行債 300億円 100 70 70 60 -
市場公募債 計 1,160億円 100 70 100 130 100 - 70 100 200 60 130 100 -



格付けを取得

起債運営と信用力

ムーディーズ・ジャパン株式会社

格付 BCA 政令市 都道府県

A1
a2

札幌市 静岡市 浜松市 静岡県 広島県

堺市 福岡市 福岡県

a3 名古屋市 京都市 大阪市 新潟県

A1
（シングルＡ１）

【アウトルック：安定的】
※ 日本国債と同水準

BCA（自治体固有の信用力）：a2

格付けを支える要因

 歳出及び債務の抑制に向けた継続的な改革の取組

 中央政府による地方財政への監視および財政

調整制度など強固な制度的枠組み

市場と丁寧に対話しつ
つ、

安定的に資金調達



札幌市債に関するお問い合わせ

当資料は、札幌市債の購入をご検討いただいている投資家の方々に、札幌市の財政状況等について
説明することを目的とするものであり、特定の債券の売り出しまたは募集を意図するものではありません

TEL : 011-211-2216
FAX : 011-218-5147

E-mail: kousai@city.sapporo.jp
URL : http：//www.city.sapporo.jp/zaisei/shisai/

札幌市役所トップページ 市政情報 財政・市債・IR

札幌市財政局財政部企画調査課
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